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はじめに

日建連はこれまで数度にわたり、財政制約下にあっても国民生活や経済活動の変化に対応し
たインフラ整備を推進していくために、「選択と集中」、すなわち国土のグランドデザインに基
づいたプロジェクト選定とそこへの集中投資について提言してきました。今回も、金融危機後
の新しい時代のニーズに応えるインフラ整備のあり方について昨年から検討を進めてまいり
ましたが、提言を取りまとめる最終段階の3月11日、東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）
が発生しました。

この未曾有の大災害が我が国にもたらした人命・財産の喪失とその後の社会混乱は、あらた
めて我々に日々の生活を支えるインフラの重要性について気づかせてくれました。国民の安
全・安心な生活を確保するために有効だと考えられるインフラについては財源が限られてい
る中においても、選択と集中の考え方に基づき、その整備を推進していかねばなりません。

具体的には、今後も発生が予見される大地震、激しさを増す大雨・洪水等の自然災害に対す
る事前の減災対策や、人流物流を支える道路・トンネル・橋梁など高度経済成長期に整備さ
れたインフラの老朽化に対する予防保全への投資が求められます。その際には、持続可能
な都市・地域の創造に向けて、都市の経営コスト削減や災害危険区域の土地利用規制など、
住まい方や土地利用の見直しについての議論も必要です。

他方、我が国の成長のためには、今後のアジア各国の成長やそれに伴い形成される経済圏
がもたらす恩恵を積極的に我が国に取り込んでいく必要があり、アジアの拠点としての都市
の魅力を高め、国際競争力の強化を図っていくことも欠かせません。「弱み」とされる交通・
物流インフラの整備や自然災害リスクの低減を推進するとともに、「強み」とされる省エネル
ギー・環境配慮技術を最大限に活かした都市への進化が必要だと考えられます。

このような中で、インフラ整備に携わる我々建設会社も期待される役割に応えていかねばな
りません。限られた投資を効果的・効率的に実施できるように、工期の短縮、コスト縮減、品
質向上など様々な技術開発に取り組んでいるところであり、これからも、選択と集中による
インフラ整備を支えるべく企業努力を続けてまいります。

本パンフレットが、関係者並びに国民各層が国家100年の計としてのインフラ整備について、
あらためて考え出すきっかけとなれば幸いです。
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これからのインフラ整備の考え方

「選択」と「集中」によるインフラ整備　目次

インフラ
完成

国家戦略に基づく
グランドデザイン

インフラは完成してはじめて期待された効果、すなわち時宜にかなった便益供与や機会ロスの回避というメリットを提供する。
事業の優先順位付けだけでなく早期完成させる視点が重要。

事業の「選択」 「集中」投資

視点 1  安全・安心の確保
【背景】 社会構造の変化とリスクの増大………………………………………………………………………………………… 3

⒈ 事前対策による効果の最大化…………………………………………………………………………………………………… 5

… Ａ.…人命と財産を守る減災対策
… Ｂ.…戦略的な維持管理・更新

⒉ 住まい方や土地利用の見直し…………………………………………………………………………………………………… 7

… Ａ.…都市経営コストの削減
… Ｂ.…土地利用の見直し

視点 2  大都市の国際競争力強化
【背景】 都市間競争の激化…………………………………………………………………………………………………………… 9

⒈ アジア拠点としての魅力向上…………………………………………………………………………………………………… 11

… A.…弱みを克服する都市機能の強化　
… … 1…ビジネス利便性の向上　
… … 2…自然災害への備え

… B.…強みを更に活かす環境都市への進化
… … 1…新エネ・省エネ技術を活かしたインフラ
… … 2…人と自然が共生する街づくり

新しい建設技術
投資を効果的・効率的にする新技術……………………………………………………………………………………………… 15

… ①工期短縮・コスト縮減　②環境配慮　③安全・安心　④品質・機能向上　⑤その他

参考：日建連のこれまでの提言 2006年以降の概要… ……………………………………………… 21

Ａ.1…①…国際交通・物流機能の強化… ……………………………… 13
… a…首都圏空港の容量拡大・機能強化
… b…集中投資による戦略港湾の整備
… c…環状道路の一刻も早い完成およびアクセス道路の整備

効果の発現

〈建設会社の努力〉
工期短縮・コスト縮減・
品質向上…等

（優先順位付け）

国民のコンセンサスを醸成 期間短縮
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日本海溝・千島海溝
周辺海溝型地震

M７クラスの南関東で発生する地震は
今後３０年間で70％程度の確率で発生
〈被害想定〉
死者：約１１，０００人、全壊家屋：約85万棟、
経済損失：約１1２兆円

今後30年間でM8程度の地震が
87%（参考値）の確率で発生
〈被害想定〉
死者：約9,200人、全壊家屋：約26万棟、
経済損失：約37兆円

今世紀前半での発生が懸念
（今後30年間で東南海地震は
60〜70%程度、南海地震は
60%程度の確率で発生）
〈被害想定〉
死者：約18,000人、
全壊家屋：約36万棟、
経済損失：約57兆円 南海トラフ
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2011年3月に発生した東北地方太平洋沖地震は、甚大な被害を及ぼしたが、これ以外の地域でも近い将来の
大地震が予見されている。一方、社会資本については、老朽化の進行による深刻な問題が指摘されている。人口
減少と高齢化が急速に進んでいく中で、中長期的観点からの対応が待ったなしの状況である。

【背景】 社会構造の変化とリスクの増大

年月 災害名 死者・行方
不明者数

2004年10月 台風第23号 98人

2004年10月 新潟県中越地震（M6.8） 68人

2004年12月 雪害 88人

2005年1月 福岡県西方沖地震（M7.0） 1人

2005年6月〜 梅雨前線による大雨 22人

2005年9月 台風第14号 29人

2005年12月〜 豪雪 152人

2006年6月〜 梅雨前線による豪雨 33人

2006年9月 台風第13号 10人

2006年11月 佐呂間町における竜巻 9人

2007年3月 能登半島地震（M6.9） 1人

2007年7月 新潟県中越沖地震（M6.8） 15人

2008年6月 岩手・宮城内陸地震（M7.2） 23人

2008年7月 岩手県沿岸北部を震源とする地震（Ｍ６．８） 1人

2009年7月 中国・九州北部豪雨 35人

2009年8月 台風第9号 27人

2009年8月 駿河湾を震源とする地震（M6.5） 1人

2011年3月 東北地方太平洋沖地震（M9.0） ※2.7万人

少子高齢化と人口減少　過去の出生数の推移から、今後、人口減少と高齢化が確実に進む

頻発する自然災害 自然災害により毎年のように被害が出ている。切迫性が指摘されていた東北地方太
平洋側での大地震が発生したが、これ以外の地域でも大規模地震が予見されている。

■…出生数の推移……＊第３次ベビーブームは期待薄

■…最近発生した主な自然災害と被災者数

■…将来の総人口・高齢化率の推移

出典：厚生労働省資料 出典：国土交通省長期展望委員会資料

出典：平成22年版防災白書より作成
※警察庁まとめ（2011年4月8日現在）

出典：文部科学省「全国地震動予測地図（2010年）」および内閣府「防災情報のページ」ほかより作成

■…今後想定される大規模地震

首都直下地震

東海地震

東南海・南海地震

2011年3月11日
東北地方太平洋沖地震
（M9.0）が発生

安全・安心の確保視点 1
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資料）（社）国際建設技術協会資料より作成
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※国道・都道府県道の橋梁を対象
2010年代に多く高齢化

1980年代に多く高齢化

30年早く高齢化

資料）道路施設現況調査より作成

［米国の橋梁の建設年］

［日本の橋梁の建設年］

我が国は世界でも有数の自然災害発生国です。2011年3月に
発生した東北地方太平洋沖地震は、広範囲に甚大な人的・経済
的被害を及ぼしましたが、今後数十年のうちに首都圏直下や東
海、東南海等の地域においても大規模地震が発生する可能性
が指摘されています。また、地球温暖化の影響等により、以前に
も増して風水害による被害が増加しており、自然災害への事前
の備えは待ったなしの状況であるといえます。
一方、高度経済成長期に集中投資した社会資本ストックについ
ては、建設後概ね50年が経過し、今後老朽化による様々な問
題が深刻化していくことが見込まれています。我が国よりインフ
ラ整備が先行していて道路等の維持管理に失敗したアメリカの

事例からは、インフラの戦略的な維持管理の必要性がまざまざ
と浮かび上がってきます。
自然災害への事前対策やインフラの戦略的維持管理の必要性
はある程度認識されてはいるものの、財政逼迫下にあって、将
来世代への投資は先送りにされてきているのが現状です。
しかしながら、大規模な災害やインフラの荒廃は、その復旧の
ために多大な労力・時間・費用を要します。そのため、予見可能
性が高まっているこれらの事象については、「選択と集中」の考
え方に基づき、事前対策による効果の最大化や、少子高齢化・
人口減少といった社会構造の変化を踏まえた住まい方や土地
利用の見直しを図るなど、総合的な対策が必要です。

（注1）全国の15m以上の道路橋について「長寿命化修繕計画を策定している橋梁箇所数／橋梁箇所数」
（注2）「長寿命化計画を策定した自治体数／耐用年数を経過した下水道管きょを管理している自治体数」
（注3）「長寿命化が図られた施設数／2008〜2012年度に耐用年数を迎える河川管理施設数」
（注4）「長寿命化計画を策定した施設数／重要港湾以上の主な係留施設数」
（注5）1967年以前に設置された施設について「所用の機能が確保されている海岸保全施設の延長／海岸保全施設の延長」
出典：平成21年度国土交通白書より作成

全国道路橋の長寿命化修繕計画策定率（注1）（2008年度） 約41％

下水道施設の長寿命化計画策定率（注2）（2008年度） 約4％

河川管理施設の長寿命化計画策定率（注3）（2008年度） 約15％

港湾施設長寿命化計画策定率（注4）（2008年度） 約13％

老朽化対策が実施されている海岸保全施設の割合（注5）（2008年度） 約51％

◎ 荒廃するアメリカの教訓
1980年以前、米国では道路の維持管理に十分な予算が投入されず、1980年代初頭には米国の道路施
設の多くが老朽化し、「荒廃するアメリカ」と呼ばれるほど、劣悪な状態に陥った。1980年代になって財
源を増強し、維持修繕に力を入れたことにより、欠陥橋梁の数は減少したが、未だに「荒廃するアメリカ」
から抜け出せないでいる。
日本では、1960年代の高度経済成長期に道路整備が急ピッチに進められた。米国と比較すると、日本は
米国に30年遅れている。日本でも、適切な管理を怠ると、2010年代には「荒廃するアメリカ」と同じ状
態になることが懸念される。米国での教訓を生かしつつ、予防保全（損傷が顕在化する前の軽微なうちに
対策を行うこと）を実施することでライフサイクルコストの縮減に努めていくことが必要である。

2009年度 2019年度 2029年度

道路橋 約8％ 約25％ 約51％

河川管理施設
（水門等） 約11％ 約25％ 約51％

下水道管きょ 約3％ 約7％ 約22％

港湾岸壁 約5％ 約19％ 約48％

社会資本の老朽化 社会資本の老朽化が進み、維持管理・更新費が急増するが、
実態調査や老朽化対策は進んでいない

■……建設後50年以上経過する社会資本の割合

■……日米の橋梁の建設年の比較 ■……マイアナス橋の落橋
…（1983年）

■…ミネアポリス高速道路橋の崩落
…（2007年）

■1980年代の「荒廃するアメリカ」

■……施設ごとの長寿命化・老朽化対策の進捗率

出典：平成21年度国土交通白書より作成

出典：平成18年度国土交通白書

出典：国土交通省資料出典：平成18年度国土交通白書出典：平成18年度国土交通白書
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1. 事前対策による効果の最大化

① 住宅・建築物等の耐震化
●	公共インフラの耐震性向上
	 橋梁・堤防・上下水道施設・空港・
… 港湾・鉄道駅・高速道路
●	旧耐震基準建物の耐震化
●	伝統的／歴史的建造物の
	 免震化

②液状化対策
●	埋立地・河口の地盤改良
●	液状化にも耐えうる
	 杭基礎工事

③ 災害に強い都市構造へ
●	防災拠点機能の確保
	（学校･病院･庁舎）
●	防災公園の整備
●	防災上危険な密集市街地の
	 再開発

④ 洪水対策施設の整備
●	地下放水路・堤防等の整備
●	ダムの活用

A. 人命と財産を守る減災対策

出典：国土交通省河川事業概要2007

出典：国土交通省資料より作成

出典：国土交通省九州地方整備局資料

出典：「神戸市内における検死統計」
… （兵庫県監察医、平成7年）

事例 事前投資による被害軽減効果

■…阪神･淡路大震災の犠牲者の死因 事例 外付け鉄骨フレームによる耐震補強

■…密集市街地の再開発イメージ

事例 洪水調節容量を増量するダムの再開発（鹿児島県鶴田ダム）

Before After

地震や洪水などの自然災害による被害が毎
年のように発生している我が国においては、
被害を大幅に軽減するために、事前の減災
対策が必要である。
事前の減災対策により被害を限定すること
で、災害からの早期復旧も可能となる。

▽洪水時最高水位

洪水調節容量
※75,000千㎥

洪水調節容量
※98,000千㎥

発電容量

死水容量

堆砂容量 堆砂容量

▽最低水位

▽最低水位 EL115.6m

▽EL131.40m

現放流
施設

現放流
施設再開発

予備放流による
水位低下

予備放流による
水位低下

増設
放流施設

▽洪水時最高水位

市街地再開発事業の実施
施行地区の土地・建物の権利関係を調整して
新しくできるビルの床の権利に交換

土地が有効利用されていない
低未利用地の点在

道路、公園等が
未整備

駅前空間が未整備

老朽化した木造狭小
建築物が密集

公益的施設の立地 良好な都市型住宅
の供給

駅前広場、幹線道路、
公園整備

快適な歩行者空間
の創出

■…密集市街地の再開発イメージ

東海豪雨（2000．９）[愛知県 庄内川・新川]
しょうない

福岡豪雨（2003．7）[福岡県 御笠川]
み かさ

※庄内川・新川河川激甚災害対策特別緊急事業（2000－2004）

福岡県

福岡市 太宰府市福岡市 太宰府市
御笠川御笠川

東海豪雨の
被害額

事業実施後の
想定被害額

再度災害
  防止費用※

※御笠川河川激甚災害対策特別緊急事業（2003－）

福岡豪雨の
被害額

事業実施後の
想定被害額

再度災害
  防止費用※

庄内川
名古屋市

新川 庄内川

愛知県

名古屋市

新川

被害額
約6,700億円

激特事業の効果
約5,500億円

相当

事業実施後
想定被害額

約1,200億円

716億円の事前投資で
約5,500億円の被害軽減

553億円の事前投資で
約4,600億円の被害軽減

事業費
約716億円

被害額
（1999、2003）
約4,639億円

事業費
約553億円

激特事業の効果
約4,600億円

相当

１２．８％

８３．３％

建物倒壊等によるもの
焼死等によるもの
その他

建物倒壊等に
よるもの３．９％

安全・安心の確保視点 1
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① 長寿命化、LCC※の最小化と平準化：「予防保全型管理」 ※ライフサイクルコスト
●	既存ストックの効率的な活用を図るべく、
	 全ての社会資本ストックについて維持管理の中長期計画を策定。

② 維持管理対象を減らす：「除却」「転用」
●	余剰となった社会資本ストックは、
	 除却、転用を積極的に推進。

B. 戦略的な維持管理・更新

出典：平成19年度国土交通白書

事例 老朽化した歩道橋を撤去（福岡県）

事例 橋梁の管理に関する中長期計画（東京都）

除却
将来の土地利用から施設の必要性が薄くなった
社会資本を放棄…➡	森林、農地へ転換
老朽化した社会資本…➡	撤去

転用
宅地…➡	防災オープンスペース、緑地などへ転換
集合住宅の戸数を削減…➡	１戸当りの面積を拡大
４車線道路…➡	２車線＋自転車道＋緑の回廊
出典：佐賀県資料より作成

橋梁の予防保全型管理を推進していくための、長寿命化対策や耐震対策など
を含む30年間の総合計画。この計画では、管理する全ての橋梁を長寿命化
対象や架替え対象などに区分し、架替え工事の集中に伴う交通渋滞による都
市機能や都民生活への影響、工事に投じる費用などを評価し最適化するア
セットマネジメントの手法を採用。橋梁ごとに適切な時期を定めて、最新の技
術により耐久性を向上させる対策を盛り込んでいる。本計画を実施すること
で、架替えピークを平準化し、かつ総事業費を30年間で約1.1兆円縮減。

出典：東京都ホームページ

今後老朽化が進む高度経済成長期に整備された社会資本ストッ
クについて、厳しい財政下、国民の生活水準を維持していくた
め、これまでのような損傷等が発生した後に対処するという「対
症療法型管理」から、事前に点検し、異常が確認または予測され
た場合、致命的欠陥が発現する前に速やかに措置するという

「予防保全型管理」へと転換し、戦略的な維持管理を実施する必
要がある。また、維持管理・更新に際しては、既存ストックの有効
活用が基本であるが、利用状況によっては、「除却」「転用」とい
う選択肢も併せて検討する必要がある。

老朽化・利用者の減少・バリアフリー化の観点から歩道橋を撤去。
出典：国土交通省九州地方整備局資料より作成

撤去前 撤去後

通行幅 歩道が広くなりました

撤去

自然災害から人命と財産を守るには、事前の減災対策が必要です。また、老朽化が進む社会インフラの維持管理・
更新費の急増に対処するために、事前の中長期的対策が効果的です。

０

２００

４００

６００

８００

１，０００

２００９２０１４２０１９２０２４２０２９２０３４（年度）

事業費
（億円）

対症療法型管理 予防保全型管理

総事業費：約１．６兆円

０

２００

４００

６００

８００

１，０００

２００９２０１４２０１９２０２４２０２９２０３４（年度）

事業費
（億円）

３０年間の
コスト縮減額
約１．１兆円

総事業費：約０．５兆円
健全度調査 データベース

構築等
予防保全計画
の策定

維持管理工事
の実施

計画的な改築のイメージ 改築費（更新）

改築費（更新）改築費（更新）

長寿命化対策

長寿命化を考慮した計画的な改築
従来の改築

機能停止又は事故発生

長寿命化対策

長寿命化対策

基準値

使用限界値

経 過 年 数

費
用

費
用

健
全
度

従来の改築のイメージ

長寿命化対策
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市街地
郊外地
中山間地
都心
副都心
地域交流拠点
地域生活拠点
都市軸
拠点間ネットワーク
生活ネットワーク

鉄道･路面電車・バスサービス 都心
鉄道･路面電車サービス 地域生活拠点
バスサービス

八尾 大沢野

細入

［ 串 ］
一定頻度以上の「公共交通」

公共交通でつなげることにより、
自動車を利用しなくても日常生活に
必要な機能を利用できるようにします。

日常の足として使える頻度に
公共交通を活性化します。

病院

［団子］
串で結ばれた「徒歩圏」

大山

南富山

岩瀬

呉羽

水橋

婦中

富山

山田

四方

不二越
団子

串
福祉施設徒歩

圏

食品スーパー

行政サービス

公共交通

2. 住まい方や土地利用の見直し
A. 都市経営コストの削減

① 都市経営コストの低減 ●	これからのインフラ整備には、都市経営のコスト低減を狙い、
	 諸機能の拡散を抑制する視点も必要。

② 公共交通を軸とした秩序ある拠点形成 ●	都市・地域の将来を見据えた秩序ある整備計画が
	 求められる。

富山駅を中心に伸びる鉄道や
バス路線の各駅を拠点とした街づくり
【串とお団子の都市構造】
［ 串 ］……一定頻度以上の公共交通
［団子］……鉄道やバスの駅から徒歩圏に広がる商業施設や行政機関

概ね20年後の2030年を目標とした都市像の提示
【拠点ネットワーク型都市構造】
都市機能が集積した複数の拠点形成と公共交通を基本とした
有機的な連携による都市構造

都市経営コストとは、道路や橋梁、街路、公園、上下水道、ゴミ収
集、除雪、公共交通（バス等）などの公共施設や行政サービスの
維持･実施に係る年間経常経費や更新費のことである。住宅・商
業・公共機能等の都市機能の拡散は、管理エリアの拡大につな

がり都市経営コストを増大させる。今後、人口減少や高齢化等に
よって多くの都市で財政が逼迫していく可能性が考えられるた
め、これからのインフラ整備には、都市機能の拡散を抑制して都
市経営コストを抑えていく視点も必要である。

出典：浜松市都市計画マスタープラン

富山市が目指す「串とお団子」の都市構造

ライトレール（LRT）：次世代型路面電車

出典：…富山市役所パンフレット「富山市が目指すコンパクトなまちづくり
… ［富山市中心市街地活性化基本計画の概要］」

富山市 浜松市

都心・副都心

生活
ネットワーク

（バス・タクシーなど）

拠点間ネットワーク
（鉄道・バスなど）

拠点間ネットワーク
（バスなど）

地域交流拠点

地域生活拠点

居住地居住地

財政逼迫

投資エリアの
縮小による都市経営
コストの低減

住宅・商業・
公共機能の
拡散抑制

自然災害脅威

インフラ老朽化

事前災害対策

予防保全強化

人口減少

高齢化

就業者減

消費減

安全・安心の確保視点 1
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B. 土地利用の見直し

① 土地利用の見直し
例えば、地方公共団体は、条例で危険の著しい区域を災害危険区域として
指定することができる（建築基準法第39条※）。
そのため、危険が予測されるような区域については、このような指定を活用
し、土地利用の制限･誘導等を図り、減災対策を効果的に実施していくこと
も考えられる。

※…建築基準法第39条
地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の
著しい区域を災害危険区域として指定することができる。…
2…災害危険区域内における住居の用に供する建築物の建
築の禁止その他建築物の建築に関する制限で災害防止上
必要なものは、前項の条例で定める。

●	被害を最小化する土地利用への転換

② 土地利用の制限･誘導の例
●	諸外国では災害危険区域を活用した土地利用規制で先行。

ハザードマップは、連邦政府の勧告に従い、地方政府の土地利用計画に反映。
この方式（Swiss…system）は、ドイツ・ザクセン州、ニカラグア、エクアドル、チェコでも採用。

災害時における被害を最小化するために、土地利用の規制・誘
導等を議論していく必要がある。都市・地域それぞれの規模や地
形、自然環境、歴史、文化等を考慮した上で、災害危険度が非常
に高い区域については居住を制限していくことも考えられる。

また、土地利用の規制・誘導等によって、被災から守るべき区域
の縮小やインフラの優先順位付けが可能となれば、限られた財
源の中で効果的な投資も期待できる。持続可能な都市・地域の
創造に向けて慎重かつ建設的に議論していく必要がある。

出典：内閣府…第4回…大規模水害対策に関する専門調査会資料（平成19年3月15日）

出典：…国土交通省社会資本整備審議会河川分科会
… 第5回…気候変動に適応した治水対策検討小委員会資料
… （平成20年2月25日）

まちを輪中堤で取り囲むことにより、従前の地域コミュニティを
確保し、防災機能を向上

イメージ図

輪中堤

学	校

病	院

防災拠点

公	園

高危険区域 建物の新築禁止。既存建物の利用は可能。
（室内においても生命の危険がある）

中危険区域 建物を新築する場合には、自然の作用に対して十分な強
度を持つこと。詳細は自治体の建築基準に規程。

低危険区域 生命に関する建築物、学校など人が集中する建築物は、自
然の作用力に対して十分な強度を持つこと。

土地利用の規制なし。上水道施設、学校、病院など重要施
設については、災害が発生した場合の施設の安全性確保
や危機管理計画における対応策の整備に努力する。

その他

持続可能な都市・地域のあり方は、それぞれの規模、歴史や文化、自然環境等の条件により一様ではありませ
んが、住まい方や土地利用の見直しを通じてコストの抑制や危険を回避していく視点が今後は求められます。
持続可能な都市・地域の創造に向けて活発な議論が必要です。

▽

▽

連続堤による河川整備の場合

災害危険
区域の指定

河川区域

住宅地

輪中堤などにより、
守るべき区域を
限定した河川整備

事例 スイスの洪水ハザードマップ

■…災害危険区域を活用した土地利用規制のイメージ
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生産拠点としてのみならず消費市場としても拡大が続くアジア。世界経済においてその存在感は飛躍的に増し
ている。その中でアジア各都市は競争力の源泉となる交通・物流インフラ等の整備を着実に進めることで経済
成長を遂げており、我が国も時代のニーズに合ったインフラを整備していかなければ、アジアの成長の恩恵を
享受することができない。

【背景】 都市間競争の激化

アジア主要国際空港・港湾整備状況と
インフラ開発計画

我が国の国際交通・物流機能は
既に一部で見劣り弱み

アジア 主要港湾
コンテナ取扱個数	世界ランキング

2009年速報値

順位 港名 取扱量
（万TEU）

1 シンガポール 2,587

2 上海 2,500

3 香港 2,098

4 深圳 1,825

5 釜山 1,195

6 広州 1,119

7 ドバイ 1,112

8 寧波 1,050

9 青島 1,026

⓾ ロッテルダム 974

…

⓬ 高雄 858

…

⓮ ポートケラン 730

…

⓱ タンジュンペラパス 600

…

⓴ レムチャバン 464

…

㉕ タンジュンプリオク 380

…

㉖ 東京 374

…

㉘ ホーチミン 356

出典：国土交通省港湾局資料より作成

アジア 主要国際空港
国際旅客数	世界ランキング

2009年実績

順位 都市名 旅客数
（万人）

1 ロンドン（ヒースロー） 6,065

2 パリ（シャルル・ド・ゴール） 5,303

3 香港 4,498

4 フランクフルト 4,452

5 アムステルダム 4,352

6 ドバイ 4,010

7 シンガポール 3,609

8 成田 3,089

9 マドリード 2,907

⓾ バンコク 2,883

…

⓬ ソウル（仁川） 2,808

…

⓲ 台北 1,956

⓳ クアラルンプール 1,940

参考 上海 1,092

参考 羽田 ※800

※2011年計画値

国際貨物取扱量	世界ランキング

順位 都市名 取扱量
（万トン）

₁ 香港 335

₂ ソウル（仁川） 227

₃ ドバイ 185

₄ 成田 181

₅ パリ 179

₆ 上海 178

₇ フランクフルト 176

₈ シンガポール 163

₉ 台北 135

⓾ マイアミ 133

出典：2009年ACI統計ほかより作成

IMT成長三角地帯

メコン総合開発

インドネシア
経済回廊

ＢＩＭＰ広域開発

メコン・インド
産業大動脈

5
9

2
8

6

20

14

117

25

4
3

10

19 7

3

28

268
12

18
12

※「アジア総合開発計画」…東アジア域内のインフラ開発計画。
2010年8月東アジア経済大臣会合で合意、同年10月東アジアサミットで報告。

●リストアップされたプロジェクト総数…約700件、投資総額…約3,900億ドル

「アジア総合開発計画」※の主なプロジェクトと
主要国際空港・港湾位置図

ハノイ
-…カイラン港開発・埠頭増設
-…ハイフォン国際ゲートウェイ港建設
-…ノイバイ国際空港T2ターミナル建設
-…カットビ国際空港拡張
-…ハノイ都市鉄道
-…南北高速鉄道（ハノイ〜ホーチミン）

マニラ
-…マニラ港拡張、スービック港
-…LRT延伸…
-…メトロマニラC6高速道路…
-…NAIA（ニノイアキノ国際空港）高速道路、
… 新国際貨物ターミナル…
-…カビテ-ラグナ…南北高速道路
-…クラーク・ドライポート整備

バンコク
-…レムチャバン港第2次開発
-…スワンナプーム空港第2次開発
-…バンコク・メトロ延伸

ホーチミン
-…ホーチミン市環状道路…
-…カイ・メップ・チーバイ国際港開発・改良…
-…ホーチミン市都市鉄道

ジャカルタ
-…ジャカルタ新港
-…スカルノ・ハッタ空港〜マンガライ鉄道…
-…ジャカルタ都市高速鉄道延伸・新路線敷設

スラバヤ
-…スラバヤ大都市圏港湾整備…
-…タンジュン・ペラク港新ターミナル・アクセス
… 道路整備
-…スラバヤ都市高速鉄道敷設

クアラルンプール
-…クアラルンプール国際空港拡張…
-…LRT延伸

大都市の国際競争力強化視点 2
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少子高齢化が進む我が国が今後も持続的に成長していくための
方策の一つとして、アジア各国の成長やそれに伴い形成される
経済圏がもたらす恩恵を積極的に我が国に取り込んでいくこと
が考えられます。そのためには、我が国の拠点となる大都市が
「都市の魅力」を向上させ、今後アジアで形成されるであろう商
圏や物流網で中心的役割を担っていく必要があります。都市の
魅力向上のためには、まず、時代のニーズに合った大規模・高規
格インフラの存在が不可欠です。日本のインフラ整備は完了し
たとも言われますが、近年、アジア諸国は国を挙げて大規模・高
規格のインフラ整備を推進しており、既に機能面で劣っているイ
ンフラもあります。次に、日本における自然災害リスクが相対的
に大きいことも魅力を阻害する要因として無視することは出来
ません。こうした「弱み」は早急に克服していく必要があります。

一方、新興国の台頭によりエネルギー消費量が世界的に増加す
ると予想されています。化石燃料の高騰や枯渇、地球環境の悪
化など様々な影響が懸念されるなかで、これからの都市には省
資源・持続可能といった視点が不可欠なものになると考えられま
す。こうした点で、世界でもトップ水準にある我が国の省エネル
ギー・環境配慮技術は大きな「強み」であり、最先端技術を活か
すことで、都市の魅力向上を果たせます。
都市間競争の中で先導的かつ中心的な立場を担うためには、
「選択と集中」の観点から、見劣りするインフラ機能や自然災害
リスクといういわば「弱み」を克服する重点投資と、環境関連の
最先端技術という「強み」を活かした都市の魅力向上を戦略的
に進め、世界、アジアのヒト・モノ・カネの交流拠点を目指す必要
があります。

日本全体のエネルギー消費量は増加を続けているが、一単位の
国内総生産（GDP）を産出するのに必要な一次エネルギー総供
給量をみると、海外諸国に比べて少ないエネルギー消費で維持
されており、我が国のエネルギー利用効率が高いことがわかる。
日本は、急速な経済成長を遂げている中国やインドと比べて、
GDP当たりの一次エネルギー総供給は約8分の1の大きさ、欧
米に比べて約2分の1の大きさとなっており、世界最少水準と
なっている。

＊一次エネルギー総供給（原油換算トン）/実質GDP（米ドル）を日本＝1として換算。
出典：エネルギー白書2010

ロサンゼルス メキシコシティ
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京都
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（指数 日本=1）
１８

１２

６

0 日
本

米
国

Ｅ
Ｕ
27

豪
州

カ
ナ
ダ

韓
国

タ
イ

中
東

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

中
国

イ
ン
ド

ロ
シ
ア

世
界

１.０
２.１ １.８ ２.５ ３.１ ３.２

６.１ ６.３
８.３ ８.３ ７.８

１６.８

３.１

■…自然災害リスクの評価に関する
… ランキング（アジア諸都市比較）

■大都市の自然災害リスク指数（数字は上位５都市のリスク指数）

■…GDP当たりの一次エネルギー総供給の主要国比較（2007年）

円グラフの大きさは
リスク指数に概ね対応

都市名 順位

北京 3位

シンガポール 7位

上海 15位

ソウル 16位

香港 18位

東京 20位

出典：平成16年版防災白書（ミュンヘン再保険会社アニュアル･レポート）

自然災害リスク

出典：平成22年版首都圏白書
（Pricewaterhousecoopers「Citys…
of…Opportunity」）

環境技術（省エネ）

我が国の都市は自然災害リスクが極めて高いという評価弱み

我が国は世界随一の省エネ大国強み

地震、台風等、水害、その
他災害の発生可能性

脆弱性（住宅の構造、住宅密度、
都市の安全対策などに基づく）

経済上の影響規模（各都市の
家計、経済水準等に基づく）
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1. アジア拠点としての魅力向上

1 ビジネス利便性の向上

① 国際交通・物流機能の強化
 ➡ Ｐ.13･14にて詳述
人やモノの移動に係るリードタイム短縮やコスト縮減を図る。

●	首都圏空港・戦略港湾・環状道路の早期整備

② 国際交流拠点の形成
アジア拠点にふさわしい規模の国際見本市会場・国際級ホテル、
外国人が暮らしやすい居住空間等を整備する。

●	都市再開発事業等の推進

③ 三大都市圏の一体化・広域連携
高速交通体系により、時間的に近接した各大都市圏が一体的な
商圏となるとともに、連携・役割分担による魅力向上を図ることが
可能となる。

●	リニア中央新幹線（東京〜名古屋〜大阪）の早期開通

① 大規模地震対策
大規模地震発生時における都市機能の低下を最小限
にする対策を実施することで信頼度を向上させる。

●	公共インフラ・建築物の耐震化

② ゲリラ豪雨対策
都市型災害への対策を確実に実施し安全度を高める。

●	流下施設・貯留施設の整備
●	地下鉄・地下街の浸水対策施設の充実

A. 弱みを克服する都市機能の強化

2 自然災害への備え

国内外の企業が活動しやすい環境を整えるとともに、
国内市場の魅力をアップ

日本の都市の最大の弱点は、自然災害リスク。
対策の充実により、都市機能の低下を最小限に

（年／回）
５００

４００

３００

２００

１００

0１９７６ １９８５ １９８９ １９９３ １９９８ ２００３ ２００８１９８０

１９９８～２００８
平均２３９回１９８７～１９９７

平均１７７回１９７６～１９８６
平均１６０回

出典：国土交通省資料出典：平成21年版防災白書
出典：『東京都「10年後の東京」への実行プロ

グラム2011』

出典：国土交通省資料 出典：『東京都「10年後の東京」への実行プロ
グラム2011』

■…阪神･淡路大震災における桁落下

■…2004年10月麻布十番駅冠水
（東京：時間70㎜、総雨量282㎜）

■…多発する集中豪雨（1時間降水量50㎜以上の発生回数）

事例 緊急輸送用道路橋梁の耐震補強

■…地下街対策貯留のイメージ

過去30年で
1.5倍

出典：大田区「羽田空港跡地利用ＯＴＡ基本プラン」

出典：…国土交通省「交通政策審議会陸上交通分科会鉄道部会中央新幹線小
委員会中間とりまとめ」より作成

■…羽田空港跡地計画

■…計画中のリニア中央新幹線

第３ゾーン

新設構内道路新設構内道路

東京
モノ
レー
ル

東京
モノ
レー
ル

京
浜
急
行

Ｂ
滑
走
路

国際線地区

大田区市街地大田区市街地

新駅（予定）新駅（予定）

既設構内道路等

川崎市

天空橋駅
海老取川

多摩
川

第１ゾーン

第２ゾーン

Ｂ
滑
走
路

国際線地区

京
浜
急
行

海老取川

第１ゾーン
文化・交流機能
産業支援機能

第２ゾーン
国際交流機能
商業機能

第３ゾーン
空港連携機能

東海道新幹線

（直線ルート）
リニア実験線

品
川

甲
府飯

田
名
古
屋

新
大
阪

東海道新幹線

（直線ルート）
リニア実験線

東
京

品
川

飯
田

南
ア
ル
プ
ス

南
ア
ル
プ
ス名

古
屋

新
大
阪

木曽谷ルート 伊那谷ルート

南アルプスルート

開業目標
東京‐名古屋 2027年
東京‐大阪 2045年

甲
府

地下街

下水道施設（貯留管）

下水道管

下水道管の取水能力を超えた
雨水を貯留し浸水を防止

大都市の国際競争力強化視点 2
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NaS電池

太陽光発電

太陽光発電／風力発電バイオガス
コジェネ

廃熱
太陽光発電

次世代SS

ZEB

コジェネ
蓄電池

蓄電池

スマート
ハウス

エネルギーマネジメントシステム

次世代
自動車

風力発電

上位系統

スマートメーターによる
消費電力の見える化、デ
マンドコントロールなど

電力系統と地域のエネルギー
システムの相互補完関係が成り
立つ電力供給システムの構築

地域でのエネル
ギーマネジメント
システムの構築

電気と熱を総合的にマネ
ジメントする技術の確立

蓄電池設置の場所（配電
所or家庭単位）の検証

実証データによりリチウム
蓄電池の設置基準を策定

充電インフラの整備

プレーヤーを纏めるプロ
ジェクトリーダーの存在

ITの活用でピーク
カット（石油火力）

① 省エネビル
新設・既設を問わず、規制と補助により推進。

●	ＺＥＢ※実現に向けた取組み
※「建築物における一次エネルギー消費量を、建築物・設備の省エネ性能
の向上、エネルギーの面的利用、オンサイトでの再生可能エネルギーの
活用等により削減し、年間での一次エネルギー消費量が正味（ネット）
でゼロまたは概ねゼロとなる建築物」

② 再生可能エネルギー発電施設
スマートグリッド普及による安定電力供給の展開。

●	太陽光・風力・波力・地熱発電を拡大

③ スマートコミュニティ
海外展開も見据え、新エネ・省エネ技術をパッケージ化。

① 水と緑を確保した都市空間
ヒートアイランド現象を緩和するとともに、人が自然を
身近に感じ暮らしやすい環境を整備。

●	屋上緑化・壁面緑化の推進
●	都市公園の整備

② 環境配慮型道路舗装
路面温度を抑制する道路舗装により、ヒートアイランド
現象を緩和。

●	保水性舗装・遮熱性舗装の導入拡大

③ 生物多様性に配慮した都市計画
世界的な意識の高まりにも対応した生態系保全活動の
推進。

●	都市再開発事業におけるエコロジカル・
	 ネットワーク※の構築
※…分断された生物種の生息・生育空間を相互に連結することによって、
劣化した生態系の回復を図り、生物多様性の保全を図るもの。

日本の技術を結集し、世界から注目される最先端の
環境都市へ進化し、更なる技術開発を推進

地球温暖化やヒートアイランド現象、
生物多様性の確保に対応した街づくり

B. 強みを更に活かす環境都市への進化

1 新エネ･省エネ技術を活かしたインフラ

2 人と自然が共生する街づくり

都市間競争が激化する中、我が国の【弱み】を克服し、【強み】をさらに活かすためのインフラ整備が不可欠です。
都市機能を強化し、最先端の環境都市へ進化することで、アジア拠点として選ばれる魅力ある都市に変貌してい
かなければなりません。

出典：「ZEBの実現と展開に関する研究会」報告書

■…ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）のイメージ

■…スマートコミュニティのイメージ

太陽光発電
太陽熱利用

外皮負荷削減
ガラスルーフ

昼光利用

クールルーフ

ルーバー
庇

エアフロー
ウィンドウ

タスク・アンビ
エント照明

LED照明
昼光利用

河川水利用
下水熱利用

有機EL照明

地中熱利用ヒートポンプ

壁面太陽光パネル
＆窓用太陽光パネル
（シースルー）

高効率照明 高効率空調
外気負荷削減

未利用エネルギーの活用 高効率熱源 面的利用

内部負荷削減

放射冷房

全熱交換器

建物間融通

清掃工場
排熱利用

自然換気
外気冷房
夜間外気冷却
クールチューブ
（地中熱利用）
（井水利用）

タスク・アンビエント空調

VAV､VWV
大温度差送風
デシカント空調

高効率ヒートポンプ　高効率ボイラ
コージェネ　高効率ポンプ

出典：東京都資料 出典：東京都資料

■…暑くなる東京
平均気温の推移（11年移動平均）

■…屋上緑化・壁面緑化等
オフィス・商業用建物における対策メニュー

■…保水性舗装と遮熱性舗装

１３．０
１３．５
１４．０
１４．５
１５．０
１５．５
１６．０
１６．５
１７．０

２０００１９８０１９６０１９４０１９２０１９００

（℃）

１９０５年
１３．５℃

２００５年
１６．６℃

敷地内の
自然被覆化
（芝ブロック、
保水性建材等）

屋上緑化

人工排熱（顕熱）
の削減

屋上の高反射率化
風通しへの
配慮

敷地内の
樹木緑化

壁面
緑化

出典：『東京都「10年後の東京」への実行プログラム2010』
遮熱性舗装

アスファルト
混合物

アスファルト
混合物遮熱材

保水材

吸水 蒸発 路面の熱

反射

赤外線

基層 基層

保水性舗装

出典：経済産業省『「次世代エネルギー・社会システム実証地域」選定結果について』
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Ｎ

国際線
ターミナル

Ｂ滑走
路 C

滑
走
路

A
滑
走
路

Ｄ滑走
路

Ａ滑走路
南側延伸 Ｃ滑走路延伸

国内線
第
1
タ
ー
ミ
ナ
ル

第
2
タ
ー
ミ
ナ
ル

多摩川

E
滑
走
路
新
設

成田空港

羽田空港

東京港

都心環状線

中央環状線

成田空港

羽田空港

東京港

都心環状線

中央環状線
外環

圏央道

約６割も！
内外交通

（１７万台／日）
３７％ 通過交通

（２９万台／日）
６２％

都心環状線沿道に
用のあるクルマ

内々交通１％
（０．１万台／日）

都心環状線沿道に
用のないクルマ

MC-2

MC-4

総延長350m
水深…-１６m

総延長400m
水深…-20m

総延長350m
水深…-１６m

総延長400m
水深…-20m

MC-1

MC-3

Ａ.1 ① 国際交通・物流機能の強化

国名 港名 バース（供用中）
（水深-16m以上）

日本

6

東京 0

横浜 2

名古屋 2

　大阪※ 1

神戸 1

韓国 釜山 17

中国 上海 16

a…首都圏空港の容量拡大・機能強化

b…集中投資による戦略港湾の整備

c…環状道路の一刻も早い完成…および…アクセス道路の整備

① 大水深岸壁の拡充
最近のコンテナ船の大型化に対応するため、世界で
は大水深岸壁（-16ｍ以上）の整備が進んでいる中、
日本は遅れをとっている。大型コンテナ船が着岸で
きない港は基幹航路（北米・欧州等〜アジア）から外
され、日本発着貨物が釜山港等のアジア主要港で中
継されることになる。既に2008年時点で日本発着
貨物の18％がアジア主要港経由になっており、これ
に歯止めをかけ基幹航路を維持・拡大し、ハブ港とし
ての機能拡充を図るべく、大水深岸壁の拡充が急務
である。

① 大都市環状道路
 （首都圏・近畿圏・名古屋圏）
環状道路の整備によって、都心に流入する通過交通
が減少すれば、混雑が緩和される。また、物流拠点が
環状道路と放射道路の交点に配されることで、物流シ
ステムが効率化でき、都市物流の劇的な変革が可能
になる。特に、首都圏三環状道路の整備は、都心の慢
性的な渋滞の解消により、空港・港湾整備との相乗効
果が期待される。北京やソウルでは、環状道路は最大
8車線で、すでに100％完成するなど、東京を追い越
す整備水準となっており、早期完成が望まれる。

① 羽田空港の更なる拡張
羽田空港は再拡張事業が完了し４本目のＤ滑走路が完成したが、羽田空
港に対する航空需要は旺盛で、利便性の向上や、発着回数をもう一段増
やすための検討を進め、更なる拡張を実現することが急がれる。

●国際線ターミナル拡充	 ●Ｃ滑走路延伸
●A滑走路南側延伸	 ●Ｅ滑走路新設

●	京浜港の水深	-16ｍ以上級岸壁数の大幅増

●	首都圏三環状道路

■…京浜港（南本牧ふ頭） ■…供用中の-16ｍ岸壁数

■…都心環状線を利用する交通の内訳

※MC-3は施工中、MC-4は計画
出典：京浜港国際コンテナ戦略港湾計画書の概要

出典：国土交通省資料
出典：『東京都「10年後の東京」への実行プロ

グラム2011』

※大阪港は-14mで暫定供用
出典：国土交通省資料

2010年度末現在…整備率：47%
➡10年後の目標（東京都）…整備率：90%

大都市の国際競争力強化視点 2

羽田・成田の利便性の大幅向上に

国際コンテナ戦略港湾に選定された、

計画から40年を
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さいたま新都心

新宿

横浜

東京
千葉

成田空港

羽田空港

一部移転
による再編

大井コンテナ
ターミナル（既設）
（７バース）

大井ふ頭南側埋立（新設）
（バン・シャーシーブール）

中央防波堤外側コンテナ
ターミナル（新設）
（３バース）

青海コンテナ
ターミナル（既設）
（５バース）

1980年 2009年速報値
港名 取扱量 港名 取扱量

1 ニューヨーク/ニュージャージー 195 1（1） シンガポール 2,587
2 ロッテルダム 190 2（2） 上海 2,500
3 香港 146 3（3） 香港 2,098
4 神戸 146 4（4） 深圳 1,825
5 高雄 98 5（5） 釜山 1,195
6 シンガポール 92 6（8） 広州 1,119
7 サンファン 85 7（6） ドバイ 1,112
8 ロングビーチ 83 8（7） 寧波 1,050
9 ハンブルク 78 9（10） 青島 1,026
10 オークランド 78 10（9） ロッテルダム 974

… …
12 横浜 72 26（24） 東京 374

… …
16 釜山 63 36（29） 横浜 280

… …
18 東京 63 -（39） 名古屋 ※282

… …
39 大阪 25 -（44） 神戸 ※256

… …
46 名古屋 21 -（50） 大阪 ※224

より、東アジアのハブ空港としての地位を確立

京浜港・阪神港への徹底した集中投資により、相対的な国際的地位低下を挽回

経過しても未完成の首都圏三環状道路をはじめ、経済効果の大きい道路を最優先で整備

●	国道357号
●	横浜環状道路

●	リニア超高速鉄道		距離：80㎞／時速：300㎞／所要時間：15分

●	京浜港のコンテナターミナル新設・再編による機能向上② コンテナターミナルの
 拡張・高度化
基幹航路を維持・拡大するためには、
貨物取扱可能量の増加と、利用効率の
向上を目指した、コンテナターミナルの
新設・再編が必要である。

② 超高速鉄道による羽田・成田の
 一体的運用
現在、羽田・成田両空港間の鉄道での所要時間は、最短で
も90分以上がかかることから、首都圏空港の乗り継ぎ機
能は十分な状況にあるとは言えない。羽田・成田両空港間
に、超高速鉄道を導入し、ターミナル間を移動する時間と
ほぼ同レベルの十数分程度で両空港間を移動できる環境
を整備することにより、羽田・成田の一体的運用を実現す
ることが出来る。

② 首都圏空港・戦略港湾のアクセス道路
空港や港湾などの拠点とのア
クセス性を向上させ、交通・物
流の効率化を進めるため、早期
整備を進める必要がある。

■…京浜港（東京港） ■…港湾別コンテナ取扱個数の推移（万TEU）

■…横浜環状道路

■…国道357号

出典：成長戦略会議神奈川県知事資料

出典：『東京都「10年後の東京」への実行プログ
ラム2011』

出典：国土交通省関東地方整備局川崎国道事務所資料より作成出典：横浜市道路局ホームページ

第三京浜道路

東名高速道路

保土ヶ谷
バイパス

横浜横須賀
道路

横浜湘南道路
（圏央道）

横浜環状南線
（圏央道）

横浜環状道路
西側区間

横浜環状北西線

横浜ベイブリッジ

横浜環状北線

横浜新道

金沢支線

武相幹線

三ツ沢線 横羽線

湾岸線

供用中

事業中
調査中

（早期事業化）
調査中

湾岸線

狩場線

出典：国土交通省関東地方整備局資料
（　）内は2008年の順位
※の取扱量は2008年の値

京浜港の利便性向上

アジアの商圏・物流網で中心的役割を担うためには、空港・港湾・道路をはじめとする国際交通・物流インフラに
ついて、集中投資による早期の大規模・高規格化が求められます。

供用区間
事業化区間
計画区間

東京港

川崎港

横浜港

臨海
道路

東京港トンネル

多摩川トンネル

川崎航路トンネル

大黒~扇島間

14

「選択」と「集中」によるインフラ整備



投資を効果的・効率的にする新技術
① 工程短縮・コスト縮減

シールドトンネル技術

山岳トンネル技術

鉄道や道路の交通網や各種インフラライン網等の地下構造物の大深度
化、あるいはより困難な条件のもとでの建設が進んでいます。また、防災
のための地下洪水調節池も多数建設されています。これらの地下構造物
を周囲の環境を損なうことなく建設するために、進化・高度化した「シール
ド工法」の技術が活用されています。

地質・地形が複雑な日本では、高土被り、高圧・大量湧水、膨張性地山、高
熱・有毒ガス等の困難な条件を克服することが求められます。これまで、新
技術の開発により、合理的な施工、省力化、コスト縮減に貢献してきまし
た。さらに近年では、大断面トンネル・長距離トンネルの合理的な施工、周
辺環境の保全、坑内作業環境の改善、老朽化したトンネルのリニューアル
等の新たな課題に対しても、新しい技術を駆使して、トンネルの未来を拓
きます。

カッタ機構を用いず、エアー
バッグで地山を抑えながら掘
削する、交差点のアンダーパ
スなどの矩形の地下トンネル
を低コスト・短工期で築造する
自立地山対応のシールド工法
です。

円形・矩形・馬蹄型など多様な
断面に対応でき、硬質地盤や
地中障害物切削に威力を発揮
する、シールド掘進機。究極の
断面最適化といえる自由断面
を実現した工法です。

交差点や踏切の交通渋滞を短期間で解消するために開発された工法で、
従来の開削工法やシールド工法と異なり、シールド機で地上から掘り始め、
供用中の道路の下を少ない土被りで掘り進み、地上に到達することから、
立坑を必要とせず、交通を遮断することなく短工期でアンダーパス全線の
連続施工が可能となります。大幅な工期短縮や掘削土量・大型工事機械稼
働の削減により、公害防止やＣＯ２排出量の削減も図れます。

計画中のリニア中央新幹線建設にあたっては、長距離トンネルの建設が必
要となるだけでなく、付近の地層が複雑であることから、技術的難易度の高
い工事になることが予想されています。これに対し、過去の数々の難工事
において培ってきた建設会社の高度な技術力や経験、技術開発力が大い
に活用できると考えています。

山岳トンネルのＮＡＴＭと都市
トンネルのシールド工法の長
所を取り入れた工法です。大
深度開発での活躍が期待さ
れています。

地上から発進し、再び地上へ到達するシールドマシン

山岳工法とシールド工法との境界領域の地山における
トンネル施工技術

エアーバッグで地山を抑えるシールド工法

断面を最適化したシールドマシン

【参考】	リニア中央新幹線（甲府盆地〜飯伊地域）
	 トンネル区間の地山等級

出典：国交省交通政策審議会中央新幹線小委員会資料

南アルプスルート
（全長７２㎞のうち、トンネル５１㎞）

伊那谷ルート
（全長１３２㎞のうち、トンネル６７㎞）

山梨実験線 易（安価）

難（高価）

（参考）

５０

延長（㎞）

ⅡＮ
２５％

ⅠＬ・ⅠＳ・ⅠＮ
２０％

ⅡＮ １２％

ⅢＮ・ⅣＮ・ⅤＮ
７２％

ⅠＬ・ⅠＳ・ⅠＮ １６％特Ｌ・特Ｓ
２３％

ⅠＬ・ⅠＳ・ⅠＮ
５２％

特Ｌ・特Ｓ
４８％

特ＬＡ・特ＳＡ
３２％

ト
ン
ネ
ル
の
掘
削

ⅤＮ

ⅣＮ

ⅢＮ

ⅡＮ

ⅠＮ

ⅠＳ

ⅠＬ

特Ｓ

特Ｌ

特ＳＡ

特ＬＡ

地山等級

１以下

１

３～４倍
程度

２～３倍
程度

１．５倍
程度

掘削工事単価

新しい建設技術

シールドマシン シールド
マシン

シールド
マシン

アプローチ区間 トンネル区間

交差点

小土被り掘進 地上への到達地上からの発進

アプローチ区間

セグメント（U型断面）

セグメント（BOX型断面）
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我々建設会社は、選択と集中によってなされる投資を効果的・効率的に実施できるように、様々な技術開発に取
り組んでいます。以下に、最先端の技術の一部を分野別（①工程短縮・コスト縮減、②環境配慮、③安全・安心、
④品質・機能向上、⑤その他）に、ご紹介します。

スピード建築技術

高層ビル解体技術

ビル建設は、事業採算性の観点から、工期短縮による早期供用とコスト縮減が求められ続けてきました。
今後も、高品質で安全な建物を如何に「早く」「安く」造るかを追求しつづけます。

超高層ビルの建設が始まって40年。ビルの老朽化は否応なく進み、また、
昨今の技術革新、要求性能の進化も著しく、今後は機能・性能の陳腐化な
どを理由に建替えようというニーズが増えてきます。今後、市街地を中心に
増加が予想される高層ビルの解体工事を安全かつ効率的に行っていくた
め、環境にも配慮した、さまざまな高層ビルの解体技術を開発しています。

いわゆる「だるま落とし」のように、ビルの下階から各階を順次解体するもの
で、地上レベル付近だけで解体作業を行います。従来の上階から解体する
方法に比べて、騒音や粉塵の飛散の抑制、資源の分別・リサイクル作業の効
率性向上、高所作業削減による安全性の向上につなげることが出来ます。

100%90%80%50%20%0%

柱や梁部材をPCa※化するだけでなく、
柱・梁接合部も完全PCa化し、現場での
コンクリート打設を極力減らすことによ
り、超高層RC造建築物の超短工期施工
を実現する工法です。複雑な鉄筋の配
筋作業やPCa、外部仕上を工場製作
し、現場で一体化することから、高い品
質の確保や安全施工が可能になります。
※	PCa（プレキャスト・コンクリート）：あらかじ
め工場で製作した鉄筋コンクリート部材で、
現場で組み立て、接合部分のコンクリートの
み現場で打設します。

リフトアップ工法は、大屋根や鉄塔など
の重量構造物を、あらかじめ地上など作
業しやすい場所で組み立て、クレーンを
用いることなくジャッキなどの吊り上げ
装置を用いて、所定の高さまで鉛直方向
に吊り上げあるいは押し上げる工法で
す。気候の影響を受けやすい高層での
作業を、安定な場所での施工に変えるこ
とにより、安全で高品質の確保が可能に
なります。
スリップフォーム工法は、煙突のような超
高層塔状RC造構造物の型枠（フォーム）
をジャッキで押し上げ、滑らせて（スリッ
プ）上昇させながら、連続的にコンクリー
トを打設していく工法です。型枠の盛り
替えの自動制御により、高精度が確保で
きます。
いずれの工法も、大型機械や仮設機材
の削減が図れ、在来工法に比べ、大幅な
工期短縮が可能になります。

柱は工場生産されたRC造のプ
レキャスト柱、接合部は乾式
ジョイントなので工期の短縮と
省力化が図れます。建物の天井
高を高くしたり、スパンを広げる
など自由な空間の設計ができる
ため、RC造に比べ適用範囲が
かなり広くなります。

閉鎖された解体空間の中で、新築工事を巻き戻し再生するように分解し、
騒音・粉塵を漏らさないことで近隣環境の安全・安心を確保し、荷降ろし発
電でのCO2排出量削減など地球環境負荷を低減します。1フロア解体する
ごとに閉鎖空間を自動で降下させ、外部へ工事を意識させずに解体作業を
進めていくことができます。

建物を解体部位に応じた最適な手段で、ビル
上層から順番に切断してブロック化。これを、
通常新築工事で使うタワークレーンで地上ま
で吊り下げて、専用の処理サイトで、分別処
理します。言ってみれば、新築時の工程に対
して時計の針を逆に回す、そのようなイメー
ジの工法です。

柱・梁接合部のプレキャスト化

だるま落としのような解体工法

柱RC造・梁S造とするハイブリッド工法

リフトアップ・スリップフォーム工法

切断してブロック化する解体工法

建物にフタをかぶせたような閉鎖型解体工法
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② 環境配慮

ビル省エネ技術

都市の自然環境・生物多様性の確保

地球温暖化や都市のヒートアイランド化などを背景に、省エネルギーへの
取組みが一層高度化されています。これに対して、高断熱・高気密により
外界と遮断し、高効率の設備を設置する省エネルギーだけでなく、時に
は、外の風や光を取り入れることにより自然を感じさせる、環境にやさしい
ライフスタイルを実現する建物も提供しています。また、新築におけるこれ
らの取組みだけでなく、運用開始後の最適運転管理の支援、既存建物の
省エネルギー化にも対応しています。

環境負荷の低減はもとより、より良い環境創造に努め、快適な空間創造
の担い手として事業推進と環境保全との共生を目指しています。今後も、
積極的に自然環境や生態系にも配慮した空間創造に取組み、ノウハウや
技術を活かしていきます。

外壁に組み込む太陽光発電と蓄電池
を組み合わせたマイクログリッドで
す。夜間は廉価な深夜電力で蓄電し、
日中は蓄電池からの放電と太陽電池
によりピークカットを実現します。
＊	マイクログリッド…エネルギー供給側と
拠点需要家の相互補完。自然エネルギー
を活用し、負荷変動を需要側で吸収する
技術。

ミツバチは、蜜を集める際に花粉を運ぶ
ことで植物が実を結ぶのを助けます。
その実を食べに野鳥が集まり、野鳥が
害虫を捕食するなど、都市の生物多様
性向上に役立ちます。生物と共生でき
る環境技術提案などにより「生物多様
性都市づくり」に貢献していきたいと考
えています。

大深度地下を含めた地下利用
の環状道路、バイパス道路等の
道路トンネルにおける、換気およ
び地上の大気環境保全のため
の、窒素酸化物NOxと浮遊粒子
物質SPMを同時に除去する機
械式の大気浄化システムです。

生き生きと茂る樹木の壁面緑
化によって、都市景観の向上は
もちろん、緑化の目的の一つと
されるヒートアイランド対策と
しての効果も期待できます。

建築の計画段階で、省エネ
の各種手法から任意の組合
せを選定してシミュレーショ
ンを行い、費用対効果の高
い最適な組合せを短期間で
選定できるシステムで、
CO2とエネルギーコストの
削減効果を見える化します。

計画段階での省エネ手法選定

オンデマンドの空調システム

マイクログリッドを導入した省エネビル

ミツバチの機能を活用した都市再開発提案

道路トンネル用の大気浄化システム

樹木対応型薄層壁面緑化システム

豊かな生態系を育む緑地の創出

開発計画地周辺の生態系ネットワークを評価

省エネの予算

全熱交換器
空気流通二重窓
冷温水大温度差

予算が4億円
とすると…

年7,000万円強
のコストを削減

年
間
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
の
差
額

億円

万円

‒2,000

86420

‒4,000

‒6,000

‒8,000

熱電併給（コージェネレーション）や
    高効率照明

負荷に応じた
ポンプ・ファン制御

外気冷房・CO2制御・
太陽熱利用

人が居る所だけを空調する
という、オンデマンドのコン
セプトに基づく空調システ
ムです。
タスク空調機を各モジュー
ル毎に配置し、自席周辺を
在室者の好みに応じて制御
することができます。

TH

外気

外気ナイトパージ

フリーアドレス・
ワイヤレスリモートサーモ

ユニバーサル・コンフォート
（タスク専用吹出口）

ブラインド／
照明協調
コントローラ

フリーアドレス・
ハイブリッドセンサ
（人感・照度・温度）

代表温湿度
センサタスク

空調アンビエント
空調

人感センサ
連動制御

居住域
温度制御

ブラインド
スラット角制御

自動換気判断
アンビエント
空調制御

調光制御

建設計画地周辺の生物情報と土地利
用状況を調査・分析することで、生態
系の保全・創出につながる施設計画を
可能にする技術です。左記の事例で
は、約10㎞四方を400メッシュに分
割して調査・分析し、緑地計画に反映
させた結果、飛来する鳥類は竣工10
年後で36種（開発前は23種）。トンボ
類やチョウ類の種数も大幅な増加が
見られました。

衛星画像データを用いて地域の自
然環境を分析し、事業地内の緑化
計画が周辺の生態系ネットワーク
に与える波及効果を生物の生息適
性の視点からビジュアルに示し、地
域の生物多様性に貢献できる緑化
計画を提案します。
現状分析は開発地周辺の１㎞圏、
緑化計画案が生態系ネットワークに与える効果の評価は指標生物（モズ、シ
ジュウカラ、カワセミ）の主な行動圏とされる250m圏が対象になります。

行動圏
250ｍ

周辺：250m圏
（ネットワーク効果の評価）

周辺：1㎞圏
（周辺の現状把握）

新しい建設技術

集塵装置 脱硝装置

脱硝槽

再生液槽

酸化槽加湿槽

電気集塵機
SPM

NO2

NO

吸気ファン

特殊脱硝材
浄化大気

汚染大気

計画地周辺
（約10㎞四方） 緑地整備計画

分析結果（5つの生態
環境タイプに分類）

現在の状況
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③ 安全・安心

地震対策技術

維持管理・更新技術

地震国日本において、人命・資産を守る地震対策技術の研究・開発を積み
重ねてきました。「土木構造物・建築物」「新築・既存」「高層建物から戸建
て免震住宅まで」あらゆる地震対策メニューを取り揃えています。

既設構造物の長寿命化が重要な課題となっています。より一層の長寿命
化を図るため、ライフサイクルエンジニアリングに基づいて最適なソ
リューション（補修技術、補強技術、更新技術）を提供します。

積層ゴムに加えて設置されたアクチュエータ（加力装置）で建物自体をすば
やく動かして地震の揺れを打ち消します。建物と地面に設置したセンサー
で地震力を感知し、コンピュータで最適な制御力を求め、アクチュエータに
指令を出します。その結果、地面の揺れに影響されず、言わば建物が空中
に静止するかのような状態を実現することができます。

柱・梁を補強することなく、軸力制御オイル
ダンパーを既存超高層建物の既存架構に
はめ込み、地震エネルギーを吸収させ、地
震時の揺れを低減して安全性を改善するこ
とができる制震構法です。

今後の港湾施設の課題である大水深化や延命化・耐震化に対応することが
でき、また環境にも配慮した、最新式の大型作業船です。

経年劣化により、トンネルの背面覆工に空洞が生じて
いる場合があります。長期耐久性の向上を図るには、
空洞をセメントなどの材料で充填する必要があり、これ
を確実かつ経済的に施工する工法です。道路や鉄道、
導水路など多くのトンネルに適用されています。

工事用船舶・重機の搬入が制限され
ることが多い、山間部のダム、一般
の船舶・重機では対応が難しい河
川、湖沼など狭隘な水域にも適用が
可能な堆砂除去装置です。

地震でも揺れないビル

減築を取り入れた団地の再生

既存超高層ビルの長期地震動対策

海底の地盤を強固に改良する深層混合処理船

ダムの貯水量低下を防ぐ小型堆砂除去装置

老朽化トンネルの背面覆工の空洞を充填する工法

薬液注入による液状化対策
液状化が予想される地盤に固化薬液を
注入し、広く浸透させ固結させることに
より、構造物の基礎の強度を増加させ
る工法です。従来の工法では施工が困
難であった護岸の直下や橋脚あるいは
タンク基礎下などへの液状化対策を、
施設の使用を停めることなく行え、劣化
しない恒久グラウト材を使用することが
特長です。

柱：圧縮柱：引張

オイルダンパー

築50年、ラーメン構造5階建
ての団地を3階建てにして耐
震性を改善するとともに、長く
使える住まいに再生します。

●4・5階の2層減築
●屋根の設置
●エコ、リユースを意識した住戸改修
●外断熱改修
●パーゴラと木製デッキによる外観形成

耐震構造とは 地震時に建物に生じる力に耐えるように設計された構造体のこ
とです。

制震構造とは 建物内に揺れを吸収する制震装置を設置し、揺れを低減しま
す。建物の状況にあわせ、さまざまな制震装置があります。

免震構造とは 地盤と建物の間に地震を受け流す免震装置を設置し、建物への
地震力の伝達を低減します。

手摺パネル

開口

屋根屋根
2層減築

エントランス
パーゴラ+デッキ

従来の免震ビル 新しいアクティブ制震ビル

地震

地震

地動 積層ゴム

静止

制御信号

センサー

コンピュータ
アクチュエータ

建物の揺れは地面の1/3〜1/5
建物の揺れは地面の1/30〜1/50

坑外集中プラント
施工個所

充填材積込

充填材ピストン運搬充填材積卸し

圧送ポンプ 坑外で製造、坑内へ運搬・打設の場合高所作業車

打設

製造済充填材運搬車

充填材製造
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④ 品質・機能向上

コンクリート技術

新構造技術

わたしたちの生活を支える構築物や土木構造物にとって、コンクリートは
必要不可欠な材料であることはいうまでもありません。古代ローマ時代か
ら用いられ、現代になって飛躍的に普及し、いまも発展しつづけています。

常に高性能の材料、新たな構造方式の開発を続けています。例えば、より
強い材料の開発は、新たな構造物の実現や立地を可能にするばかりでは
なく、部材を細くできるため、空間を広く取ることや、コストダウンを可能と
します。また、構造物を長生きさせることもライフサイクルコストの低減や
資源を大事に使うことにつながります。

少ない資材数量でより多くの重さを支える
ことができると共に、耐震性・耐久性にも富
む材料であるため、長寿命建築にも寄与
し、CO2やLCCO2の排出削減に大きな役
割を果たします。また、通常のコンクリート
に比べて柱と柱の間が広い大空間を作るこ
とができるため、新しい構造物を生み出す
可能性を持っています。

米国の深い渓谷をまたぐ全米最長の323ｍにおよぶアーチ支間の橋梁建
設に採用された大きな弧を描く梁（アーチリブ）で道路デッキ部分を支える
構造で、渓谷の両側に立てた仮設の塔からケーブルでアーチリブを支えな
がら、施工部分を両側から中央に向かって張り出す工法で施工しました。

5,000年前の古代コンクリートから得たヒン
トを現代のコンクリートに活かし、長寿命化
したコンクリート。炭酸化により表面を緻密
化し、塩害、溶脱、すり減りなどに対する抵
抗性を格段に高めました。海洋構造物、地
下構造物などの過酷な環境下での適用が
期待されています。

製鉄過程で生じる副産物の高炉スラグの
微粉末などの混和材料を増やした配合のコ
ンクリートで、特殊な薬剤を採用すること
で、一般のコンクリートと同程度の扱いやす
さと強度、そしてコストを確保しました。従
来のコンクリートによるCO2排出量を80％
削減できます。

羽田空港D滑走路に適用された多様で大量のコンクリート

超高強度コンクリート

鋼製ストラット付きコンクリートツインアーチ構造

耐久性1万年にチャレンジするコンクリート

桟橋床版用埋設型枠

低炭素型のコンクリート

自由な空間設計を可能にする超高層ビル構造

スーパーRCフレーム構法の建物の骨
組みは、
●	壁状の大きな柱「スーパーウォール」	
●	大きな梁「スーパービーム」	
●	制振装置で梁とつながる「コネク
ティング柱」	
で構成されます。	
建物の重量は中央のスーパーウォー
ルが効果的に受け止めるので、柱の無
い広々とした空間が可能になります。

ⓐ…膨張コンクリート
収縮の低減などによりひび割れの発生を抑制し、接続部の躯体の耐久
性向上に寄与。

ⓑ…高強度水中モルタル
鋼管矢板井筒護岸の継手に充填し、せん断剛性を3.3倍、せん断耐力を
6倍に向上。

ⓒ…水中不分離性コンクリート
鋼管矢板井筒護岸の底盤に採用し、水中打設における品質を確保。

ⓓ…超高強度繊維補強コンクリート
圧縮強度180N/㎟以上、引張強度8.8N/㎟以上の高性能コンクリート
で、桟橋部鋼製ジャケット桁上のプレキャストPC床版の一部に適用。

プレキャスト部材（渡り桁）
渡り桁

桟橋部
埋立部

接続部護岸

鋼管矢板井筒
スリット式消波構造

ⓐ消波護岸壁
（膨張コンクリート）

ⓑ鋼管矢板井筒の継手
（高強度水中モルタル）

ⓒ鋼管矢板井筒の底盤

プレキャスト部材
（スリット柱）

ⓓプレキャスト床版
（UFC床版）

プレキャスト床版
（PCa床版）

新しい建設技術

従来の構造 スーパーRCフレーム構法

スーパーウォール

フラットスラブ柱 梁

スーパー
ビーム

スーパー
ウォール

コネクティ
ング柱

フラット
スラブ

サポート柱

制震装置
「HiDAM」
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⑤ その他

伝統建築／歴史的建造物の保存・復元・再生
日本の伝統建築／歴史的建造物の由緒ある建物の伝統を活かしつつ、
保存・維持を図る建築技術の開発にも積極的に取り組んでいます。伝統
建築がそのままの姿でありつづけるため、その構成材料の劣化や災害な
どから守ることが必要です。また冷暖房など現代に相応しい快適環境の
創造や環境配慮も伝統空間の中で実現することが求められます。伝統建
築修復の居ながらリニューアル、伝統文化財の復元・再生にも意欲的に取
り組んでいます。

日本の城郭石垣は、「空積み」と呼ばれる伝統的な技法で造られています。
「空積み」は築石（ちくいし）の隙間に飼石（かいいし）と呼ばれる石を設置
して築石の配置を調整・固定する技法で、高度な技術が必要です。修復が
必要な石垣には史跡や文化財等の文化遺産に指定されているものも多く、
安全性を確保することに加えて伝統的な技法により普請時の状態を推定し
再現することが要求されます。
本システムは、最先端のIT技術と伝統的な「匠の技」を融合させ、コン
ピュータ上でシミュレーションを行うことにより、効果的・効率的な修復作業
を支援するものです。

外観を創建時の姿に忠実
に再現するのはもちろんの
こと、さらに、未来へ継承
するため、鉄骨煉瓦造の下
に地下躯体を新設し、機能
拡大の工事を行います。そ
して、巨大地震にも耐えう
る建築とするため、免震工
法で施工します。

石垣修復支援システム

曳家による歴史的建造物の移築と免震化

駅舎の保存・復原と免震化

伝統木造建築の保存と環境保全
日本にある多くの伝統木造建築の耐
震性を、免震レトロフィットによる耐
震改修技術により向上し将来にわ
たって保存します。免震装置を地下
に設置することで、建物の姿を変え
ずに耐震安全性を向上させるととも

に、伝統木造建築の代表的な架構形式である貫架構の構造特性（耐力・剛
性）を改善するために、通常よりも大きめの貫と楔を組み合せた補強方法を
採用し、小壁部分には、土壁の内部に構造用合板を新たに設けています。
また、地下免震ピットの空間を有効活用し、自然
エネルギーである地中熱を利用した換気システ
ムを設置。通常のエアコン設備に比べCO2排出
量を20％以上削減します。

仮受けした建物の下に転動装置をセットし、8.75°回転させながら約15メー
トル移動し、その後微調整をしながら直線距離約５メートルを移動させまし
た。曳き家工事終了後、免震化工事であるレトロフィット工法で施工してい
きます。	
レトロフィット工法は地盤と建物の間に免震装置（積層ゴム）を設置し、地震
時の揺れを免震装置が吸収する工法です。免震装置が揺れを吸収するの
で、建物全体に揺れが伝わりにくく、建物の構造に負担をかけずに、建物内
部の安全性を確保することができます。仮受けした建物の下の地盤と建物
の間に免震装置を配し、その後仮受けをはずして工事は終了します。歴史
的価値ある建物を見た目はそのままに揺れに強い建物へと変りました。

復原イメージ

北ドーム部

復原部
（3階・屋根）

新設部
（地下1階・2階）

保存部
（1階・2階）
免震層

南ドーム部

北切妻部

総武大階段・中央通路連絡
総武線地下駅

新設地下躯体

南切妻部 南ウイング部中央部
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参考：日建連のこれまでの提言 2006年以降の概要

2006年 2月

2007年 12月

2007年 12月

世界は今、日本の今  －社会資本整備のみらいを世界の視点で考える－

これでいいのか日本⁉  2008年度版 中間報告

社会資本整備に関する9つの論点

我が国に先行して社会資本整備を推進してきた欧米諸国は、今なお明確な目的をもって戦略的な整備を行ってい
ることを紹介。我が国の今後の社会資本整備について、…①国際競争力を高める……②時代の要請に応える……③実現
に向けて工夫するという視点から提言。

予算配分に関して思い切った選択と集中を提言。…①国内経済を活性化し国際競争を強化するといった観点に基づ
く、道路・空港・港湾等の一体的整備……②事前対策による災害リスクへの備え……③適切な維持管理活動とそれに基
づいた補修・更新を可能とする予算の確保……の3点について主張。

公共投資の予算削減の継続する流れの中で、社会資本整備に対して日頃馴染みの薄い人々を対象に、世論等に
おける論点を整理・解説。…Ⅰ.日本の現状認識に関する論点、…Ⅱ.社会資本の役割に関する論点、…Ⅲ.整備コストに関
する論点について、それぞれ解説した。
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日建連ホームページで公開中 ☞ http://www.nikkenren.com/archive/k_japan/index.html

2008年 5月

これでいいのか日本⁉  -社会資本ストックを考える- 2008年度版 最終報告
社会資本整備の今後のあり方について、中間報告より多様な観点から、かつ社会資本の範囲を広範に捉えて提
言を実施。第Ⅰ章では、我が国が直面する現状と課題を整理した上で、ソフト・ハードの両面から課題と対応策を示
し、ハード面については例示を交えて詳述（1.国際競争力時代における経済成長維持……2.頻発する自然災害等
への備え……3.少子高齢化社会に相応しい社会構造への転換……4.進行する地球温暖化の抑止……5.需給逼迫下にお
ける資源・エネルギーの確保……6.安全で安心できる食の安定確保）。第2章では、財政制約下における社会資本
整備の進め方について提言（1.行政の効率化とコスト縮減……2.選択と集中……3.既存ストックの有効活用）。第3章
では、社会資本ストックの水準が既に減少に転じていることを指摘し、公共投資抑制の弊害や各国の公共投資政
策を挙げて、その水準維持を主張。
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社団法人日本建設業連合会
JAPAN FEDERATION OF CONSTRUCTION CONTRACTORS

確かなものを 地球と未来に

社団法人日本建設業連合会
JAPAN FEDERATION OF CONSTRUCTION CONTRACTORS

確かなものを 地球と未来に
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